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１ 計画改訂の背景及び趣旨 

   少子化が進行している一方、女性の就労機会の増大や就労形態の変化、育児休業制度の普及な

どにより、出産後も保育所を利用して就労を継続する傾向が強くなっているため保育需要は高ま

っています。また、延長保育、休日保育、一時保育等保育ニーズも多様化してきています。その

ため、川崎市は平成 14 年 2 月に「川崎市保育基本計画」を策定し、待機児童の解消を図るため

の保育受入枠の拡大や多様な保育サービスの実施を行い、仕事と育児の両立支援、在宅児を含め

た地域における子育て支援等を総合的に推進してきました。 

   「川崎市保育基本計画」に基づき、平成 15年 5 月に「事業推進計画」を策定しましたが、就労

環境の変化や育児休業制度の普及等により当初予測していた保育ニーズが質量ともに大きく上回

り、待機児童数が増加したため、改めて平成 17年 3 月に「事業推進計画（改訂版）」を策定し、

保育受入枠の拡大や多様な保育サービスを提供することにより平成19年4月の待機児童解消を目

指して、計画を着実に推進しています。 

   また、「次世代育成支援対策推進法」に定められた本市の行動計画であります川崎市次世代育成

支援対策行動計画『かわさき子ども「夢と未来」プラン』を平成 17 年 3 月に策定し、子どもと子

育ての総合的な支援計画として推進しており、この計画の保育所定員等の目標事業量設定は、「川

崎市保育基本計画事業推進計画」との整合性を図っています。 

   このような背景の中、本市では平成 18 年 4月、健康福祉局内に局相当の「こども事業本部」を

設置し、保育関係施策だけでなく総合的な子ども関係施策を推進する体制を強化するとともに、

各種施策の充実を図っています。 

一方、この間に策定された本市におけるマスタープランである「川崎市新総合計画川崎再生フ

ロンティアプラン」や「第２次川崎市行財政改革プラン」との整合性を図ることも必要となって

います。 

「川崎市保育基本計画」は、策定後 5 年が経過し、保育関係に関する社会情勢等の変化に対応

するため、見直すものです。 

特に 

① 大型マンション建設等による人口急増地域の新たな保育需要への対応 

② 多様化する保育サービスを展開するための民間活力の導入促進 

③ 地域での子育て支援の拠点としての認可保育所の役割 

の３点を改訂の主な視点としています。 

 

２ 計画の期間 
保育基本計画の計画期間は平成 14 年度（2002）から平成 23 年度（2011）までの 10 年となっ

ていますが、この改訂版は、計画の後期にあたる平成 19 年度（2007）から平成 23 年度（2011）

までの 5 年とします。 
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３ 保育を取り巻く状況の変化 

（１） 子どもの状況 
ア 出生数の推移 

・全国の状況 
「平成 18 年版少子化社会白書」によると、「平成 17（2005）年の出生数は、初めて 110 万

人台を割り込み、106 万 2,530 人と過去最低を記録した。前年の平成 16（2004）年よりも 4
万 8,191 人減少し、近年では平成７（1995）年の対前年比 5 万 1,264 人減に次いで大きな減少

幅となった。また、女性が一生のうちに出産する子ども数が減少しており、17 年の合計特殊出

生率も、前年の 1.29 をさらに 0.04 ポイント下回る 1.25 となり、過去最低を記録した。前年を

0.04 ポイントも下回ったのは平成 11（1999）年以来のことである。」と分析し、次世代育成支

援対策を推進しているところですが、依然として少子化が進行していることがわかります。 
 

 
（出生数及び合計特殊出生率の年次推移は「平成 18 年版少子化社会白書」から引用） 
※なお、平成 17（2005）年の合計特殊出生率は、「人口動態統計確定版」では 1.26 に修正さ

れている。 
 
・川崎市内の状況 
本市の出生数は、平成 8年以降 13,000 人台で推移しています。一方、合計特殊出生率は、全

国平均より一貫して低い数値で推移しており、全国と同様に低下傾向を続けています。 
 

出生数及び合計特殊出生率の年次推移 
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川崎市の出生数と合計特殊出生率の推移
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 （「川崎市健康福祉年報」を基に作成） 

 
 

イ 就学前児童数の状況 
・川崎市内（各区）の人口の推移と就学前児童数の推移 
全国的にみると「人口減少時代」に入ったといわれていますが、本市の人口は、継続して増

加しており、直近 3 年間の推移をみてもその増加傾向は続いています。特に大型マンション等

の建設が多い中原区、高津区、麻生区で増加していますが、今後も市内の工場跡地を中心に大

型マンション建設計画が発表されており、人口増加はしばらく続くと予想されます。 
一方、就学前児童（0 歳から 5 歳まで）の数は、直近 3 年間をみると人口増加に関わらず横

ばい傾向であることがわかります。 
 

 川崎市人口、（区別）   （単位：人） 

  平成 16 年 4 月 平成 17 年 4 月 平成 18 年 4 月 

川崎区人口 205,981 206,936 208,228
川崎 

うち就学前児童数 10,405 10,409 10,484

幸区人口 142,163 143,881 145,189
幸 

うち就学前児童数 7,662 7,851 8,007

中原区人口 203,242 205,153 209,189
中原 

うち就学前児童数 12,081 12,073 12,313

高津区人口 194,915 197,995 200,373
高津 

うち就学前児童数 12,389 12,383 12,360

宮前区人口 205,355 206,337 207,297
宮前 

うち就学前児童数 13,913 13,570 13,180

多摩区人口 197,200 197,093 197,852
多摩 

うち就学前児童数 11,589 11,198 10,876
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麻生区人口 148,039 149,909 154,304
麻生 

うち就学前児童数 8,284 8,228 8,521

全市人口 1,296,895 1,307,304 1,322,432
全市 

うち就学前児童数 76,323 75,712 75,741

（「川崎市町丁別、年齢別人口（合算分）」統計を基に作成。 

なお各年 4 月としているが人口統計上は 3 月 31 日時点の統計数字である。） 

 

・保育所利用者数、幼稚園利用者数、その他の子育て数の推移 
就学前児童のうち、認可保育所に通う児童数は、本計画に基づき保育受入枠を拡大している

ため毎年増加しています。また、幼稚園入園者数は、ほぼ横ばいで推移しています。認可保育

所や幼稚園に入所せず、家庭等で子育てをしている児童の数も横ばいとなっています。 

5 頁の「平成 18 年度における年齢別内訳」をみますと、1 歳までの育休制度が普及している

ことが影響して 0 歳での「その他率」が高いことがわかります。1 歳から 2 歳までは、保育所

利用者が増えますが、まだ「その他率」が高くなっています。3 歳以上は、幼稚園の受入れが

あるため、幼稚園入園率が高くなり、4 歳、5 歳では「その他率」が 10％を下回る状況がわか

ります。 

 
内訳   （単位：人） 

  平成 16 年 4 月 平成 17 年 4 月 平成 18 年 4 月

就学前児童数（Ａ） 76,323 75,712 75,741

内訳 

認可保育所入所者数（Ｂ） 

入所率（B／A） 

11,386

(14.9%)

11,676

(15.4%)

12,034

(15.9%)

幼稚園入園者数（Ｃ） 

入園率（C／A） 

22,710

(29.8%)

24,392

(32.2%)

23,500

(31.0%)

その他の子育て人数（Ｄ） 

その他率（D／A） 

42,227

(55.3%)

39,644

(52.4%)

40,207

(53.1%)

（「かわさきの保育概要」、「幼稚園統計」を基に作成） 

※「幼稚園入園者数」は、毎年 5 月時点である。 

※「その他の子育て人数」は、就学前児童数から保育所入所者数と幼稚園入園者数を引いた推計値 

（Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ）である。 
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＜参考＞平成 18 年度における年齢別内訳                     （単位：人） 

  合計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 

就学前児童数（A） 75,741 12,766 12,830 12,601 12,715 12,474 12,355

認可保育所入所者数（B）

入所率（B／A） 

12,034

(15.9%)

885

(6.9%)

1,746

(13.6%)

2,098

(16.6%)

2,371

(18.6%)

2,452

(19.7%)

2,482

(20.1%)

幼稚園入園者数（C） 

入園率（C／A） 

23,500

(31.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

0

(0.0%)

5,587

(43.9%)

8,944

(71.7%)

8,969

(72.6%)

その他の子育て人数（D）

その他率（D／A） 

40,207

(53.1%)

11,881

(93.1%)

11,084

(86.4%)

10,503

(83.4%)

4,757

(37.4%)

1,078

(8.6%)

904

(7.3%)

（「かわさきの保育概要」、「幼稚園統計」を基に作成） 

※認可保育所入所者数は、平成 18 年 4 月 1 日現在の入所者数とする。 
  

※幼稚園入園者数は平成 18 年 5 月 1 日現在の入園数とする。   

※「その他の子育て人数」は、就学前児童数から保育所入所者数と幼稚園入園者数を引いた推計値 

（Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ）である。 

 
ウ 保育所申し込み児童の推移 

・川崎市内の保育を希望する児童の推移 
「保育基本計画」策定時（平成 14 年 2 月）には、平成 17 年の 12,500 人をピークとしていま

したが、保育を希望する児童数（申請数）は、その後も、増加傾向が続いています。理由とし

ては、本市が他都市からの転入による人口増加が続いており、保育所利用者も転入しているこ

とや今まで認可外保育所等に直接契約をして認可保育所に申請をしなかった潜在的保育所利用

希望者が、自宅の近くに新しい保育所が開設されることにより新たに入所申請をするためと考

えられます。今後は、大型マンション等の建設が予定されているところから、人口急増地域を

中心に申請が増加するものと予測されます。 

 
・保育所待機児童の推移 
「保育基本計画事業推進計画」による認可保育所の受入れ枠の拡大、認可保育所定員の弾力

的受入れの推進、認可外保育施設・事業の充実、認可外保育施設の認可化事業により保育所待

機児童数が減少し、全市的な観点からは平成 19 年度までに、待機児童が解消する計画として推

進しており、一定程度解消が図られております。しかし、前述した潜在的保育所利用希望者に

よる入所申請や人口急増地域における入所申請増加により「保育基本計画事業推進計画」策定

時における平成 19 年 4 月の保育所申請予測数を上回り、待機児童解消ができない地域がでると

予測されます。 
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＜認可保育所申請者数と入所児童数の推移（直近５年間）＞ 

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

申請者数 12,377 人 12,916 人 13,204 人 13,505 人 13,908 人 

入所児童数 10,991 人 11,386 人 11,676 人 12,034 人 12,862 人 

本市の保育施策等 687 人 775 人 931 人 991 人 1,046 人 

待機児童数 699 人 755 人 597 人 480 人 0 人 

（「かわさきの保育概要」を基に作成） 

※毎年度 4 月 1 日時点の数値。平成 19 年度は予測数値。 

 

 ※「待機児童数」 

国の定義により、保育所利用申請があった児童数から現在認可保育所に入所している児童数を除いた

「入所していない児童数」のうち「保護者がその時点で産休または育休中の児童」と「地域保育園、お

なかま保育室、家庭保育福祉員という本市の保育施策の中で対応している児童」及び「保育所入所申請

が第１希望のみの児童」を除外した人数を「待機児童数」としています。 

 

 

（２） 社会情勢の変化 
ア 子育て関係制度の充実と企業における取り組み 

・育児休業制度 
次世代育成支援を進めていく上で大きな課題となっている育児や介護を行う労働者の仕事と

家庭の両立をより一層推進するため「育児・介護休業法」が平成 17 年 4 月に改正されました。

この改正により 1 歳に達するまでの間、育児休業を取ることに加え、保育所に入所できない場

合には 1 歳 6 か月に達するまで延長できることとなり、制度上でも仕事と家庭の両立支援が推

進されています。 

 
・労働基準法等の改正による女性の就労機会の拡大 
労働基準法や男女雇用機会均等法の改正により、労働者の募集及び採用について、女性に対

して男性と均等に機会を与えなければならないことになりました。また、一定の母性保護措置

も加えられ、女性の就労機会が拡大しています。これに伴い、国、地方公共団体、事業主が一

体となって仕事と家庭の両立を支援することが必要となってきています。 
 
・事業者による次世代育成支援対策行動計画に基づく制度の創設及び充実 
急激な少子化の進行は、我が国の社会経済全体に極めて深刻な影響を与えるため、平成 15

年に制定された「次世代育成支援対策推進法」により、国、地方公共団体、事業主が一体とな

って対策を進めていくことになりました。法に基づく「次世代育成支援対策行動計画」は、全

ての地方公共団体に策定を義務付け、さらに一定規模以上（雇用労働者 301 人以上）の企業（事

業所）にも策定を義務付けました。一般事業主行動計画には、育児休業取得の推進、子を養育

する労働者に対する勤務時間短縮等の措置実施、事業所内保育施設の設置運営等、自社の労働
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者に対する雇用環境の整備だけでなく、子どもの健やかな育成のための地域貢献活動など自社

労働者以外の者をも対象にする取組も盛り込むこととされています。 

 

＜参考＞ 一般事業主行動計画策定指針 

① 労働者の仕事と子育ての両立の推進という視点 

② 企業全体で取り組むという視点 

③ 企業の実情を踏まえた取組の推進という視点 

④ 取組の効果という視点 

⑤ 社会全体による支援の視点 

⑥ 地域における子育ての支援の視点 
 

イ 規制緩和による保育サービスの民間活力の導入 
・設置主体の制限撤廃（株式会社等の参入） 
平成 10 年「規制緩和推進 3 か年計画」の中に保育サービスの民間活力の導入が盛り込まれ、

その後、保育事業に株式会社、ＮＰＯ法人等が参入できることになりましたが、市内認可保育

所では、公立保育園の指定管理者として、平成 18年度１社、平成 19 年度 1社選定しました。 

今後は、マンション建設する民間事業者が保育所整備をする場合、事業者が設置主体を選定

するため、株式会社やＮＰＯ法人等が川崎市内の保育事業に参入するケースが想定されます。 
 
・指定管理者制度の導入 
平成 15 年 9 月の地方自治法の一部を改正する法律の施行によって、指定管理者制度が導入さ

れ、従来は出資法人等に限定されていた「公の施設」の管理を、民間事業者も含めた幅広い団

体に行わせることが可能となりました。 
本市の公立保育所にも平成 17 年 4 月から指定管理者制度を導入し、平成 17年度１園（下作

延中央）、平成 18 年度２園（かわなかじま、みぞのくち）、平成 19 年度５園（塚越、小田中、

小田中乳児、たちばな中央、くじ）実施しました。 

今後は、指定管理者制度導入における課題を、指定管理者選定時、運営開始後等に時期を分

けて検証し、まとめていきます。 

 

ウ 認定こども園の創設 

    平成 18 年「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」が制

定され、現行の幼稚園、保育所をベースとしながら幼稚園機能、保育所機能、子育て支援機能

を総合的に提供できる「認定こども園」制度が創設されました。今後は、地域において就学前

児童への総合的な機能が発揮できるものと期待できます。 

 

エ 保育士の国家資格化 

    地域において子育て支援のための専門家が求められる中、平成 15年に改正児童福祉法が施行

され、「保育士」の国家資格化が行われました。これ以降保育士が登録制度となり、保育士以外

はこの名称を名乗れない名称独占資格となりました。 

保育士の業務としては、専門的知識及び技術をもって児童の保育及び保護者に対して保育に

関する指導を行うこととしていますが、日々保育所に通う子どもの保護者だけでなく、地域の
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子どもとその保護者に対する保育指導も必要とされています。 
 
 

（３） 保育所運営費の状況 
保育所運営費の内訳 

保育所の国基準の運営費は、国が定める保育所の規模や児童の年齢区分等による児童１人当

たりの保育の実施に要する費用を基に算定されます。この運営費は、国・市・保護者の三者で

負担することになっていますが、国と市の負担割合は、従来、国が 10 分の８、指定都市が 10

分の２の割合で負担をしていましたが、昭和 61 年度からは、国が 10 分の５、指定都市が 10

分の５の負担割合になっています。なお、平成 16年度から公立保育所運営費が一般財源化され

ています。 

本市の保育所運営費は、図 1 をみてわかるとおり、国の運営費の基準をはるかに上回ってお

り、平成 18 年度予算でみると、本市が国の運営費基準を超えて負担している額は、国基準額と

ほぼ同額なので、本市では国基準の約 2 倍の額がかかっています。 

また、図 3 及び図 4 をみてわかるとおり、児童１人当たりの経費は、公営保育所が民営保育

所より経費がかかっています。認可保育所として公営も民営も同じ保育サービスを受けている

にもかかわらず 1 人当たりの経費の差が生じることは、保育所に勤める保育士の平均年齢が公

営 40 歳代、民営 30 歳代という 10 歳程度違うことなどに起因しています。 

 

 

＜保育所運営費内訳（平成 18 年度予算ベース）＞ 

 
図１ 川崎市が保育所を運営する経費（年額） 

通常保育に係る川崎市予算額 １８,７４３,００１千円 

国が定める運営経費（国基準）  9,582,373 千円 

 

国基準保育料（100%） 

5,196,159 千円 
国

負

担

額 

市の 

負担額 

3,594,211 千円 

保護者負担額 

（市の保育料） 

3,450,260 千円 

(66.4 %) 

軽減分 

（市が負担）

1,745,899 千円

(33.6 %) 

川崎市が児童の処遇改善のために負担

している経費 

 

9,160,628 千円 

 
 
 

 

国負担額  792,003 千円 
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図２ 川崎市が保育所を運営する経費（全体平均 児童１人当たり 年額） 

通常保育に係る川崎市予算額 １,５５３千円 

国が定める運営経費（国基準）794 千円 

国基準保育料（100%）

430 千円 

国

負

担

額 

市の負担

額 

298  

千円 

保護者負

担額 

（市の保育

料） 

286 千円 

(66.4 %) 

軽減分 

（市が負担）

144 千円 

(33.6 %) 

川崎市が児童の処遇改善のために負担してい

る経費 

 

759 千円 

 
 
 
図３ 公営保育所を運営する経費と負担割合（児童１人当たり 年額） 

通常保育に係る川崎市予算額 １,７５１千円 

国が定める運営経費（国基準）761 千円 

国基準保育料（100%） 

422 千円 市の負担額 

339 千円 

 

（旧国庫負担

分は H16 から

一般財源化） 

保護者負

担額 

（市の保育

料） 

281 千円 

(66.4 %) 

軽減分 

（市が負担） 

141 千円 

(33.6 %) 

川崎市が児童の処遇改善のために負担している経費 

 

990 千円 

 
図４ 民営保育所を運営する経費と負担割合（児童１人当たり 年額） 

通常保育に係る川崎市予算額 １,１６５千円 

国が定める運営経費（国基準）  858 千円 

国基準保育料（100%）

446 千円 

国負

担額 

市の負担

額 

218  

千円 

保護者負

担額 

（市の保育

料） 

296 千円 

(66.4 %) 

軽減分 

（市が負担）

150 千円 

(33.6 %) 

川崎市が児童の処遇改

善のために負担してい

る経費 

 

307 千円 

国負担額  66 千円 

国負担額  194 千円 
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４ 保育基本計画の事業目標とこれまでの実績 

 川崎市保育基本計画では、計画期間（平成 14～23 年度）における認可保育所の施設数、定員や保

育サービス毎に目標事業量を示し、それに基づく事業推進計画を推進しています。しかし、市内の保

育を希望する児童の増加や多様な保育サービスの需要拡大により、保育受入枠や保育サービスの目標

事業量を上方修正した結果、計画期間内の前半である平成 19 年 4 月当初においてほとんどの事業が

目標達成をすることになります。 
 具体的には、認可保育所が、平成 19 年 4 月の待機児童解消を目指し、保育所の新設及び既存施設

の増築（増員）をして、定員 1,405 人拡充しています。 
 本市の保育施策になります「認定保育園」、「おなかま保育室事業」、「家庭保育福祉員（保育ママ）」

では 206 人の受入枠を拡充しています。 
 保育時間の延長として 18 時から 20 時まで受け入れる「長時間延長保育」実施施設は、3 施設から

18 施設になり 15 施設を拡充しています。 
 その他の保育サービスにおいても目標を達成しています。 

項 目 

目標事業量 

平成 23 年時点

（Ａ） 

平成 14 年度 

（Ｂ） 

平成 15

～18 年

度（Ｃ）

増 

14～18 年度

合計 

（Ｂ＋Ｃ＝

Ｄ） 

平成 19

年度事業

開始（Ｅ）

合計 

（Ｄ＋Ｅ＝

Ｆ） 

目標達成率

（Ｆ／Ａ＊

100） 

認可保育所数 

（か所） 
１２０ １１２ ５ １１７ ６ １２３ １０２．５％

認可保育所定員 

（人） 
１１，７３５ １０，８４５ ７４５ １１，５９０ ６６０ １２，２５０ １０４．４％

本市の保育施策 

（人） 
５２５ ４１５ １８６ ６０１ ２０ ６２１ １１８．３％

長時間延長保育 

（か所） 
１９ ３ ９ １２ ６ １８ ９４．７％

休日保育事業 

（か所） 
５ ０ ６ ６ ０ ６ １２０．０％

年末保育 

（か所） 
６ ６ １ ７ ０ ７ １１６．７％

一時保育 

（か所） 
２０ ６ １１ １７ ３ ２０ １００．０％

夜間保育 

（か所） 
１ １ ０ １ ０ １ １００．０％

乳幼児健康支援

一時預り（か所） 
２ １ １ ２ ０ ２ １００．０％

地域子育て支援

センター（か所） 
１４ ７ １１ １８ １ １９ １３５．７％

公立保育所民営

化   （か所） 
８ ０ ４ ４ ３ ７ ８７．５％

（「かわさきの保育概要」を基に作成）



  11

５ 保育基本計画改訂の主な内容 

  平成 14 年 2 月に策定した「川崎市保育基本計画」で示した考え方の中で、その後の社会情勢の

変化への対応や「かわさき子ども「夢と未来」プラン」、「川崎市新総合計画川崎再生フロンティア

プラン」、「第２次川崎市行財政改革プラン」等との整合性を図った事項についての主な内容は、次

のとおりです。 
 

ア 保育所利用希望者のピーク時期（「川崎市保育基本計画」１０頁） 
保育所利用希望者のピークを当初、平成 17 年の 12,500 人（その後、「事業推進計画（改訂

版）」において平成 19 年の 13,900 人に修正）としていましたが、市内の工場跡地への大型マ

ンション建設等により人口が増加しており、保育所利用希望者は、横ばいか微増していくと予

測しています。今後ともＪＲ南武線とその他の私鉄線が交差するターミナル駅を中心にマンシ

ョン建設計画が予定されており、この傾向はしばらく続くものと予測しています。 
 
 

イ 保育所待機児童に関する施策（「川崎市保育基本計画」１０頁） 
本市の保育を希望する児童数は、昭和 50 年代後半から 10,000 人台でしたが、平成 3 年から

増加に転じ、平成 14 年度に 12,000 人を超え、その後も増加が続いています。それに伴い保育

所待機児童数も増加しましたが、本計画に基づく事業推進計画の着実な推進により、平成 14
年度以降新たな保育所整備を進め、認可保育所定員の約 1,400 人の受入枠拡大、認可保育所定

員の弾力的受入れ、認可外保育施設の充実等により、平成 19 年 4 月には全市的に見ると保育

所利用希望の枠が確保でき、一定程度待機児童の解消が図られております。しかし、大型マン

ション建設等による人口急増地域の新たな保育需要の拡大や潜在的保育所利用希望者による新

たな入所申請により「保育基本計画事業推進計画（改訂版）」策定時における平成 19 年 4 月の

保育所申請予測数を上回ることや育休制度の充実により既存保育所における低年齢枠に申し込

みが集中し、年齢枠の不一致により入所できない場合があるなど、待機児童解消ができない地

域がでると予測されます。今後は、全市的な観点での整備から人口急増地域を中心とした保育

受入枠を拡充していきます。 
 

ウ 公立保育所の今後の方向 
・基幹保育所の整備（「川崎市保育基本計画」１３頁） 

行政区ごとに公立保育所のネットワーク化を進め、その拠点となる保育所を「基幹保育所」

として機能強化を図り、地域における子育て支援の核として整備を進める計画としていました

が、平成 17 年 4 月に「こども総合支援担当」を各区に配置し、「こども総合支援担当」を中心

に各地域に相応しい、保育所を含めたより広い子育てネットワークを構築し、地域における子

育て支援を推進することとしています。 

 

・民営化の方向（「川崎市保育基本計画」１４頁） 
保育需要が高く、駅周辺に立地する条件にあった「駅周辺型保育所」を多様な保育サービス

を提供する多機能型保育所として整備しながら公立保育所の民営化を進めているところですが、

平成 18 年度までに民営化した 4 園においては、長時間延長保育、一時保育等の多様な保育サー
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ビスが実施され、保育所利用者だけでなく、地域における子育て家庭への支援も充実し、評価

されています。 

今後とも、保育サービスを充実するため、規制緩和による民間活力の導入、公立施設への指

定管理者制度の導入、老朽化した公立保育所の建替えに伴う民営化などを推進していきます。 

 

 

エ 地域における子育て支援（「川崎市保育基本計画」１４頁） 
「保育基本計画」には保育所関係施策だけでなく、在宅子育て家庭への施策である「ふれあ

い子育てサポート事業」、「地域子育て自主グループ」が記載されていましたが、次世代育成支

援対策行動計画「かわさき子ども「夢と未来」プラン」を平成 17 年 3 月に策定したことにより、

同プランにおいて子どもに対する全体的な施策を示し、在宅子育て家庭への施策も進行管理し

ていますので、保育基本計画改訂版においては記載する施策を整理し、保育所関係施策を中心

に示しています。 

 

 

オ 保育所の建替え（「川崎市保育基本計画」１５頁） 
地域の社会資源である保育所は老朽度により建替えを計画的に実施する予定ですが、建替え

時には、民間活力導入を中心に推進していきます。 
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６ 保育施策推進の基本方針 

少子化や都市化に伴う核家族化の進行、就労形態の変化などを背景に、子育てを巡る環境は、大

きく変化してきており、地域全体で子育てを支援していく環境づくりが重要です。 
特に、保護者の就労支援や育児に対する不安感・負担感の軽減という具体的な課題に対し、保育

施策は中心的な役割を担っており、今後、さらに、推進していくことが求められています。 
このような状況を踏まえ、子どもの発達支援、保護者の仕事と育児の両立支援及び地域における

子育て支援を、地域と協力をしながら推進します。 
 

(1) 仕事と育児の両立を支援するため、保育受入枠の拡大を図ります。受入枠の拡大は、認可保育

所の整備を基本に、これに認可外保育事業を拡充することにより対応します。 

(2) 就労形態の変化に対応するため、多様な形態の保育サービスの拡充を図ります。 

(3) 家庭において育児をしている親の子育てに関する不安感や負担感を軽減するため、地域におけ

る子育て支援を進めます。 

(4) 多様な保育サービスの提供と効率的な保育所運営を目指し、公立保育所の民営化及び執行体制

の見直しを進めます。 

(5) 保育所運営に多様な運営主体の参入が可能になったことを踏まえ、保育サービスの質の確保及

び向上の取組を進めます。 

(6) 保育サービスに関する情報提供を進めるとともに説明責任を果します。 

(7) 認可保育所の保育料や延長保育料、一時保育料等の保育サービスの利用者負担について検討を

進めます。 

(8) 幼稚園との連携及び認定こども園の導入に向けた取り組みの推進をしていきます。 
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７ 事業推進の考え方及び計画期間内の目標事業量 

(1) 保育所の整備及び認可外保育事業の充実（受入枠の拡大） 

全国的には少子化が進んでおり、また、本格的な人口減少社会を迎えようとしていますが、

川崎市においては、人口の増加傾向が続いており、児童人口は、横ばい状況にあります。 
一方、就学前児童のうち、おおむね半分の児童が家庭で育児をされており、今後、企業にお

ける育児制度の充実や就労形態の多様化などがさらに進めば、これらの児童についても、保育

所の利用を希望することが考えられます。また、市内には大型マンション建設等による人口急

増地域など、新たな保育需要が生ずることが考えられる地域があります。 
さらに、保育所に入所できれば就労を希望している者、短期就労や急病・育児疲れなどによ

る期間を限っての利用を希望する人などがいることを考えれば、保育需要の増加傾向は、今後、

しばらくの間、続くものと考えられます。 
そのため、保育受入枠の拡大を図っていくことが必要です。 
保育受入枠の拡大は、地域の保育需要を的確かつ正確に把握し、認可保育所の整備を基本に、

これに認可外保育事業を拡充することにより対応します。 

 

区  分 平成 19 年度当初 平成 20 年度～平成 23 年度の拡大 

認可保育所定員 12,250 人 850 人の拡大（13,100 人） 

 

ア 認可保育所の整備 

a 整備方針 

本市では、平成 19 年 4 月の待機児童解消に向け、保育基本計画に基づき、認可保育所の整

備を着実に推進してきました。 

今後においても、大型マンション建設等が予定されている地域や利便性の良い地域を中心

に、将来の保育需要の動向を踏まえ、保育所の整備を推進します。 

また、既存保育所のうち、定員の拡大や多様な形態の保育サービスの提供が図れる施設及

び老朽化が進んでいる施設については、建替えや増築を検討します。 

整備に当たっては、以下の項目を総合的に判断し、決定していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大型マンション建設等により保育需要の増大が予想され、かつ交通機関等の利便性

が良く、現在及び将来においても継続的な保育需要が見込まれる地域であること。

②当該地域の既存認可保育所に待機児童が生じており緊急な対応が必要と考えられる

こと。 
③長時間延長保育や一時保育等、多様な保育サービスの利用希望が多く見込まれる地

域であること。 
④保育所の定員増が図れる計画となること。 
⑤用地の確保や既存施設の活用等が図れること。 
⑥公立保育所の民営化が図れること。 
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b 整備手法 

新たに整備する保育所は，社会福祉法人等よる民設民営を基本とし、公設とする場合におい

ても、指定管理者制度を活用し民営とします。 

また、本市が新たな土地の確保や建物整備が困難で、保育所の整備が必要な地域においては、

マンション建設事業者等の民間活力を導入した保育所整備を推進します。 

 

イ 認定（地域）保育園援護事業 

本市では、地域保育園のうち認可保育所に準じた保育サービスを提供している施設を「認定

保育園」として指定し、待機児童解消施策の一つとして推進してきました。 

今後においても、運営費の援護の充実及び認定施設の拡充を推進します。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

認定保育園での受入れ数 １６７人 １００人の受入れ枠の拡大（２６７人） 

 

 

ウ 家庭保育福祉員事業（保育ママ） 

この事業は、育児や保育の技術を有する者を家庭保育福祉員（保育ママ）として指定し、自

宅において、家庭的な環境の中で保育を行うことを委託する事業であり、待機児童解消施策の

一つとして推進してきました。 

今後においても、保育時間の延長や預かり人数の拡大、認可保育所との緊密な連携、事業の

広報などを進め、事業の拡充を進めていきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

家庭保育福祉員受入れ数 ３４人 １６人の受入れ枠の拡大（計５０人） 

 

 

エ おなかま保育室運営事業 

この事業は、平成 9 年度に、保育所待機児童解消のための緊急対応事業として創設し、以後、

待機児童解消施策の一つとして推進してきました。 

今後においても、この事業を継続していきますが、認可保育所が新たに整備された場合など

においては、その地域の保育需要の動向などを検証し、定員の縮小や廃止も含めた事業の見直

しも検討していきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

おなかま保育室受入れ数 ４００人 全市的な施設定員の見直し、調整 
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オ 事業所内保育施設 

企業における次世代育成支援対策である「一般事業主行動計画」には、労働者によるモラー

ル上昇による生産性の向上、出産や育児等の理由により退職する労働者を減少させ、優秀な人

材確保・定着を進めるため、産休、育休の拡充や子育て期間の短時間勤務制度等従業員の子育

て制度の充実を盛り込んでいます。 

今後は、一地方自治体だけでの課題としては難しいものではありますが、事業所内保育施設

の整備等を企業に働きかけていきます。 

 

(2) 多様な形態の保育サービスの拡充 

子育て家庭を取り巻く状況として、勤務形態の多様化や通勤時間・勤務時間の長時間化、核

家族化による家庭での子育て機能の低下などにより、従来の定型的な保育サービスでは、仕事

と育児の両立を支援することが厳しい状況にあります。 
そのため、仕事と育児の両立を支援するという観点から、多様な保育サービスの拡充を推進

します。 
 

ア 延長（19 時まで）及び長時間延長（19 時以降）保育事業 

平成 18 年度において、18 時から 19 時までの延長保育事業（夜間保育所は 9 時から 11 時ま

で）は、市内 117 施設全園で実施しています。また、18 時から 20 時までの長時間延長保育は、

12 か所で実施しています。 

利用実績は、平成 14 年 4月現在において、申請児童数 2,909 人（入所児童に対する割合 26.

9%）であったものが、平成 18 年 4 月現在においては、申請児童数 4,442 人（入所児童に対する

割合 37.3%）に増加しています。 

そのため、今後においても、利用者の動向や全市的なバランス等を考え、実施施設の拡充を

図っていきます。 

なお、20 時以降の延長保育については、ニーズ等について調査を行います。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

長時間延長保育実施施設数 12 か所 １９か所（計３１か所） 

 

 

イ 休日保育事業 

この事業は、休日や祝日等に勤務をする必要があるなど、保護者の様々な就労形態に対応す

るため、平成 16 年度から開始しました。 

現在、6 か所で実施していますが、地域により利用にばらつきが出ていますので、利用者の

状況やニーズについて、検証を行っていきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

休日保育実施施設数 6 か所 １か所（計７か所） 
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ウ 一時保育事業 

この事業は、保護者が週 3 日程度就労する場合や、疾病、出産、冠婚葬祭、育児疲れなど、

一時的に保育が必要な場合に保育サービスを提供する事業です。 

平成 18 年度は、17 か所で実施していますが、在宅で子育てをされている方の支援事業とし

て利用要望が多く、また、利用者が増加していますので、事業の拡充を進めていきます。 

なお、半日単位の利用及びそれに伴う料金体系の見直し等、現行制度の内容の見直しも検討

していきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

一時保育事業実施施設数 17 か所 ６か所（計２３か所）、制度変更による充実検討 

 

 

エ 乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児保育） 

この事業は、病気は治りかけているが、まだ保育所等に通所できない乳幼児を一時的に預か

り、子どもの健康管理と保護者の就労を支援するためのものです。 

平成 18 年度現在、幸区と多摩区の 2 か所で実施していますが、今後は、両施設の利用状況や

ニーズを見極めながら、新たな施設の整備に向け、検討を進めていきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

乳幼児健康支援一時預か

り事業実施施設数 
2 か所 １か所（計３か所） 

 
 

オ 年末保育事業 
この事業は、年末に勤務をする必要があるなど、保護者の様々な就労形態に対応するため、

平成 16 年度から開始しました。 

平成 18 年度は、7 か所で実施しましたが、年末 3日間の曜日の配置により利用にばらつきが

出ています。 

今後、地域のニーズを見極めながら、対応していきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

年末保育実施施設数 7 か所 事業の継続実施（７か所） 

 

 

(3) 地域における子育て支援の推進 

少子化や都市化、核家族化、情報化などの社会環境の変化に伴い、乳幼児や子育て家庭を取

り巻く環境が大きく変化しています。 

本市では、就学前児童のうち、おおむね半分の児童が家庭で育児をされており、家庭におけ



  18

る子育てや育児に対する不安感、負担感を少しでも軽減し，育児の孤立化を防ぐために，子育

てを支援していくことが求められています。 

そのため、保育所、こども文化センター、学校、町内会、地域の団体、関係機関等が連携を

密にし、地域のだれもが安心して子育てができるように地域全体で支援を進めます。 

 

 

ア 地域子育てネットワークの構築 

本市では、平成 17 年 4 月、各区役所に「こども総合支援担当」を配置し、区役所を子育ての

総合的な支援拠点として位置付け、区を主体として、それぞれの地域特性を活かした子育て支

援を展開してきました。 

具体的な活動として、区内における保育所、幼稚園、学校、地域子育て支援センター、こど

も文化センター、わくわくプラザなど「子育て・教育関連施設」と、社会福祉協議会、民生委

員・児童委員、主任児童委員、子育てサークル、青少年育成団体、自治会組織など「地域活動

団体」が連携を密にし、地域のだれもが安心して子育てができるよう支援を進めています。 

今後とも、各区の地域性に相応しい活動を進めていきます。 

 

 

＜参考＞各区子育て支援ネットワーク 

川崎区こども総合支援ネットワーク会議 

幸区こども総合支援ネットワーク会議 

中原区子育てネットワーク会議 

高津区子ども・子育てネットワーク会議 

宮前区こども総合支援関係者懇談会 

多摩区こども総合支援連携会議 

麻生区子ども関連関係機関団体会議 

 

イ 認可保育所における子育て支援 

認可保育所では、子育ての不安や悩みを抱えている親や気軽に行ける場所を求める親子等を

対象に、「園庭開放」、「保育相談」、「子育て情報の提供」、「職員派遣」など地域における子育て

支援事業を実施しています。 

今後とも、その専門性に加え、地域の身近な所に設置されているというメリットを活かし、

次の子育て支援事業を推進していきます。 

(ア) 園庭開放 

(イ) 育児相談、健康相談、栄養相談等専門職による保育相談 

(ウ) 子育て情報の提供 

(エ) 市民活動や関係機関等への職員派遣 

 

ウ 地域子育て支援センター事業 

この事業は、子育て家庭に対する育児不安等についての相談や情報・子ども連れで気軽に利

用できる場の提供、子育てサークル等への支援などを行うことにより、地域の子育て家庭に対

する育児支援をする事業（施設）です。 
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平成 18 年度現在、18 か所設置されていますが、家庭において子育てをしている親に対する

支援は、保育施策の重要な柱の一つですので、積極的に推進していきます。 

 

区  分 18 年度 平成１９年度～平成２３年度 

地域子育て支援センター施設数 18 か所 ５か所（計２３か所） 

 

 

(4) 公立保育所の民営化の推進及び運営体制の見直し等 

 

ア 公立保育所の民営化の推進 

本市では、保護者の就労支援や育児に対する不安感・負担感の軽減という今日的な課題に対

応するため、今後も、保育所の整備や特別保育事業及び地域子育て支援事業の拡充を図ってい

く必要があります。 

この間、国において保育サービスに関する規制緩和が行われ、従来の行政、社会福祉法人だ

けでなく、民間事業者、NPO 法人など多様なサービス実施主体が参入できることになりました

ので、今後は、いろいろな事業者と協働し推進していくことになります。 

一方、本市の財政環境は、依然として厳しいものがあり、今後の保育事業の推進に当たって

は、「市民が求める質の高いサービスを、効率的かつ多様に享受できる環境をつくりあげる」と

いう考え方に基づき、既存資源を最大限に活用しながら、効率的で効果的なサービスの提供を

目指していく必要があります。 

また、公正・公平で適正なサービスが、真に必要とされる人々に、持続的に提供されるよう

保育所の運営を見直していかなければなりません。 

そのため、公立保育所と比較し、より柔軟で、かつ多様な保育サービスを提供することがで

きる民間活力を活用し、公立保育所の民営化を推進します。 

 

 

a 民営化園の選定 

民営化に当たっては、長時間延長保育や一時保育、地域子育て支援センターなどの特別保育

事業の実施や保育所定員の拡大が図れるような計画とすることが求められます。また、保育環

境の向上という視点から、老朽化した施設の改築が図れる計画とすることも重要です。 

したがいまして、民営化対象園を選定する際には、地域のニーズや全市的な適正配置を踏ま

え、以下の項目を総合的に判断し決定します。 

 

 

 

 

 

 

・長時間延長保育など特別保育事業の利用が多く見込まれる地域であること 

・将来においても継続的な保育需要が見込まれる地域であること 

・建物の整備が必要である場合に、条件（増築、改修等）が整っていること 
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ｂ 民営化の手法 

民営化の方法としては、土地の無償貸与による民間法人等による施設の整備方式（民設民営）

及び指定管理者制度（公設民営）により進めてきましたが、今後は、これらの方式に加え、建

物の譲渡や貸与方式等も検討していきます。 

 

区  分 
平成 19年 4月までの 

民営化実施園 
平成１９年度～平成２３年度 

民営化実施園数 ７か園 各年度に２か園～５か園 

 
 

イ 公立保育所の役割の検討 

本市の保育施策については、公立保育所と民間保育所が、各々その役割を果しながら進めて

きており、公立保育所は、市が直接運営する保育所として、保育サービスの提供はもとより、

地域の保育に関する課題や利用者の要望を的確に把握し、迅速に保育施策に反映するという役

割を果してきました。 

また、公立保育所は、児童相談所、幼児教育センター、地域療育センター等の子どもに関す

る行政専門機関ときめ細かい連携をとりながら、民間保育所を含めて関係機関とネットワーク

を組み、児童への虐待、家族への支援、障害児や発達障害児、行動が気になる園児等への対応

を研究し、積極的に進めてきました。 

その他にも保育・子育て支援施策立案参画や保育実習生、中学生の保育体験の受入れのため

の人材育成、地域の保育に関する課題や利用者の要望変化の把握等を進めてきました。 

しかしながら、新たな保育施策の推進は、柔軟で効率的、効果的なサービス提供が見込まれ

る民間保育所に期待するところが大きくなりますが、引き続き、公立保育所も自らの役割を検

討していきます。 

 

ウ 職員配置基準の見直し 

公立保育所の職員配置は、これまでも保育士等の配置の見直しを進めてきましたが、国基準

はもとより、市内社会福祉法人が運営する保育所の職員配置よりも厚くなっています。 
「市民が求める質の高いサービスを効率的かつ多様に享受できる環境を作りあげるため、効

率的で効果的なサービス提供を目指す。」という行財政改革の考え方に基づき、公立保育所の職

員配置を国基準や他都市及び市内社会福祉法人が運営する保育所の職員配置を参考に見直しを

進めます。 
 

エ 調理業務の民間委託 

調理業務の民間委託は、平成 15 年度から開始し平成 18 年度においては合計 15 園で実施して

おります。 

受託業者においては、主食の提供を実施するなどサービス向上に努めるとともに、保育園給

食の果たす役割の理解のもとに、給食の質の確保や衛生面等に十分配慮しながら調理業務を実

施しております。 
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したがいまして、今後とも、質の高い給食の安定的かつ効率的な提供に向けて、調理業務の

委託化を推進してまいります。 
 

 

 (5) 保育サービスの質の向上の取組 

平成 13 年に公立保育所の運営委託にかかる主体制限が撤廃され、株式会社やＮＰＯ法人な

どへの委託が可能となり、さらに、平成 15 年度には、公の施設の管理に指定管理者制度が創

設されたことにより、本市においても、平成 17 年度から、指定管理者制度による多様な運営

主体への公立保育所の運営委託が行われています。 

また、市内には多くの認可外保育施設があり、それぞれ、目的と役割を持ちながら運営が

なされています。このように、市内には、多様な民間事業者による保育サービスの提供が行

われている現況があります。 

今後は、子どもの保育を担う施設として、利用者が安心して保育サービスの提供が受けら

れるよう、公営・民営保育所及び認可外保育施設を含め、保育サービスの質の維持及び向上

の取組を進めていきます。 

 

ア 第三者評価制度の活用 

福祉サービスにおける第三者評価は、利用者側から見れば、サービスの選択に当たって、施

設・事業者の特徴やサービスの内容・質の状況などを把握することができること、施設・事業

者にとっては、客観的な視点でサービスを見直すことができる、自分たちの気づかなかったニ

ーズを把握することができ、また、評価内容を公表することで、利用者に安心してもらうこと

ができ、セールスポイントをアピールできることなどに利点があります。 

本市では、平成 15 年 12 月に、川崎市児童福祉審議会から「川崎市の保育所における第三者

評価制度のあり方」の意見具申を受け、川崎市福祉サービス第三者評価（認可保育所）制度を

構築し、保育所の第三者評価を行ってきました。 

平成 16 年度には公営保育所 3 園、民営保育所 3 園、計 6 園においてモデル実施を行い、平成

17 年度から、公営保育所 15 園において、本格実施しました。 

今後は、認可、認可外、そして公営民営を問わず、多くの保育所等が、この制度を活用する

よう働きかけていきます。 

なお、公立保育所を民営化した保育所については、保護者から保育の質の確保についての要

望があり、本市としても、サービスの内容や質の状況などを把握する必要がありますので、民

営化後 3 年以内に、この制度の受審を義務付け、その結果をホームページ等へ公開していきま

す。 

 

イ 研修システムの充実 

保育所の運営が公営か民営に関わらず、また、認可、認可外施設であるかに関わらず、子ど

もの保育を担う施設として、利用者が安心して保育サービスの提供が受けられるよう、保育の

質の向上が求められています。 

保育の質を確保し、かつ、その維持向上を図るためには、保育に携わる職員の資質の向上を

図る必要があります。 

そのため、認可施設の職員だけでなく、認可外施設の職員やボランティアなど保育に携わる
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人たちが、互いに情報交換を行いながら研鑚を積むことができるよう研修システムの充実を図

ります。 

 

  ウ 専門職としての保育士の質の向上 

児童福祉法の改正により保育士を法定化したことにより、保育士の業務として「児童の保育」

と「保護者に対する保育指導」が規定され、同時に守秘義務、信用失墜行為の禁止も課せられ

ました。専門職として社会から認知され、重い責任が生じていることから、より一層保育士の

質の向上を図ります。 
 

エ 認可外保育施設への指導・監督の充実 
平成 13 年 11 月に児童福祉法の改正が行われ、認可外保育施設（小規模施設、事業所内保育

施設等は除く）は届出制となり、施設運営に関する状況報告等が義務付けられました。 
また、本市では、「地域保育園指導監督要綱」に基づき、届出施設だけでなく認可外保育施

設全てに立入指導・監督を行っているところですが、引き続き、経験豊かな保育士等を活用し、

年１回の立入指導・監督を実施していきます。 
 

 

(6) 保育サービスに関する情報提供及び説明責任 

保育所入所希望者へ、入所申請状況や待機状況等の情報を、正確かつ迅速に提供できるよう

にしていきます。 

また、保育所や認可外保育施設等における事故、防犯、災害、クレーム等への対応システム

を構築し、安全管理、危機管理に即座に対応できるようにします。 

市ホームページを活用し、市内の子ども・子育てに関する情報をまとめて提供いたします。 

公立保育園の民営化に当たっては、利用者をはじめ、市民に、正確な情報提供や説明を行い

ます。 

 

 

 (7) 保育制度に関する検討 

平成 17 年 3 月に策定した「次世代育成支援対策行動計画」において、子育て家庭への経済

的負担の軽減を進めることとしています。 
一方、現在の保育制度では、認可保育所に入所している者と認可外保育施設に入所している

者との間に保育料、そして、受けるサービスに格差が生じています。また、在宅で育児をして

いる家庭に対するサービスを充実していくことは、今後の、本市の課題です。 
これらのことを踏まえ、認可保育所における保育料や延長保育料、一時保育料など保育サー

ビス利用者の負担について、国や他都市の動向に注視しながら、また、川崎市児童福祉審議会

など専門機関の意見も聞きながら検討を行います。 
 

 

(8) 幼稚園との連携及び認定こども園の検討 

小学校就学前の子どもに対する教育・保育については、主に幼稚園・保育所により担われて

おりますが、親の就労形態の変化、少子化の進展等により、教育・保育に対するニーズも大き
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く変化しています。 

このような状況の中、当初、この計画では、多様な保育需要への対応や児童受入れ枠の拡大

を図るため、幼稚園における預かり保育や施設を活用することとし、幼保一元化推進研究協力

園の指定を行い、研究を行ってきました。 

しかしながら、平成 18年 10 月に、これまでの制度の枠組みを超えた新たな仕組みとして、

幼稚園と保育所の良いところを活かした「認定こども園」制度がスタートしました。認定こど

も園は、教育と保育を一体的に提供するとともに、地域における子育て支援を実施するものと

位置付けられています。 

そのため、今後についても、引き続き教育・保育内容というソフト面の一元化及び家庭、幼

稚園・保育園、地域の三者の連携について、具体的な内容の研究を進めるとともに、本市にお

ける認定こども園の導入に向けた取組の推進をしていきます。
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（資料１）保育所数及び定員の推移           （各年度４月１日現在） 

公   営 民   営 合   計 
年 

度 施設数 
定員

（人） 
施設数 

定員

（人）
施設数 定員（人）

昭２４ 2 か所 121 ― ― 2 か所 121

２５ 2 か所 121 2 か所 118 4 か所 239

３０ 11 か所 712 6 か所 349 17 か所 1，061

３５ 11 か所 712 7 か所 407 18 か所 1，119

４０ 21 か所 1，237 10 か所 654 31 か所 1，891

４５ 44 か所 2，705 13 か所 1，037 57 か所 3，745

５０ 62 か所 5，082 15 か所 1，287 77 か所 6，369

５５ 86 か所 7，813 18 か所 1，630 104 か所 9，443

６０ 89 か所 8，083 20 か所 1，810 109 か所 9，893

６１ 90 か所 8，203 20 か所 1，810 110 か所 10，013

６２ 89 か所 8，163 21 か所 1，960 110 か所 10，123

 平元  89 か所 8，163 21 か所 1，990 110 か所 10，153

２ 89 か所 8，163 21 か所 1，980 110 か所 10，143

３ 88 か所 8，175 21 か所 1，980 109 か所 10，155

５ 88 か所 8，175 21 か所 1，950 109 か所 10，125

７ 88 か所 8，175 20 か所 1，890 108 か所 10，065

１１ 88 か所 8，175 21 か所 1，980 109 か所 10，155

１２ 88 か所 8，175 21 か所 2，040 109 か所 10，215

１３ 88 か所 8，175 21 か所 2，220 109 か所 10，395

１４ 88 か所 8，175 24 か所 2，670 112 か所 10，845

１５ 88 か所 8，175 25 か所 2，790 113 か所 10，965

１６ 88 か所 8，175 27 か所 3，000 115 か所 11，175

１７ 87 か所 8，175 28 か所 3，120 115 か所 11，295

１８ 84 か所 7，960 33 か所 3，630 117 か所 11，590

         （「かわさきの保育概要（平成 18 年度）」から） 
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（資料２）保育時間の例 

【公営保育園】 

 7:30  8:30                               17:00   18:00   19:00 

特例 通常保育時間 特例 延長 

 

【民営保育園】 

7:00   8:30                               17:00   18:00   19:00(20:00) 

特例 通常保育時間 特例  延長 

 
【夜間保育所】 

9:00       11:00                                 22:00 

延長 通常保育時間 

 

（資料３）延長保育事業 
利用申請状況                     (平成１８年４月現在) 

区  分 実施保育園数 申請児童数 
入所児童に 

対する割合 

公営保育園 18:00～19:00 ８４か所 2，988 人 ３７．０%

18:00～19:00 

18:00～20:00 民営保育園 

9:00～11:00 

３２か所 1，454 人 ３８．１%

計 １１６か所 4，442 人 ３７．３%

（「かわさきの保育概要（平成 18 年度）」から） 

 
18 時以降の延長保育事業利用実績の推移（直近５年間） 

各年度 4 月現在 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 

実施施設数（公営） 80 84 88 87 84 

実施施設数（民営） 22 23 25 27 32 

実施施設数（総数） 102 107 113 114 116 

総申請児童数 2,909 人 3,446 人 3,725 人 4,133 人 4,442 人 

入所者全体の割合 26.9% 31.7% 32.9% 35.7% 37.3% 

 
（資料４）休日保育事業 

休日保育事業の利用実績の推移（平成 18 年度は、4 月から 9 月までの上半期のみの実績） 
 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度
平成 18 年度

上半期 

実施施設数 未実施 未実施 2 園 3 園 6 園 

利用児童延数 未実施 未実施 110 人 343 人 170 人 
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（資料５）年末保育事業 

年末保育事業の利用実績の推移 
 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

実施施設数 6 園 7 園 9 園 9 園 7 園 

利用児童延数 149 人 208 人 281 人 268 人 244 人 

※公営保育園において各区 1 か所で実施しているが、平成 14 年度は多摩区、麻生区合同

実施、平成 16 年度、17 年度は民営保育園が 2 園実施している 
※年末保育実施日である 12 月 29、30、31 日は、 

平成 14 年度が 29 日（日）、30 日（月）、31 日（火） 
平成 15 年度が 29 日（月）、30 日（火）、31 日（水） 
平成 16 年度が 29 日（水）、30 日（木）、31 日（金） 
平成 17 年度が 29 日（木）、30 日（金）、31 日（土） 
平成 18 年度が 29 日（金）、30 日（土）、31 日（日）である 

 
（資料６）乳幼児健康支援一時預かり事業（病後児保育） 

乳幼児健康支援一時預かり事業の利用実績の推移 
 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度
平成 18 年度

上半期 

実施施設数 1 か所 1 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

利用児童延数 2,348 人 2,112 人 2,428 人 3,128 人 1,531 人 

※平成 18 年度は、4 月から 9 月までの上半期のみの実績 
 
（資料７）地域子育て支援センター事業 

地域子育て支援センター事業の利用実績の推移 
 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度
平成 18 年度

上半期 

実施施設数 7 か所 8 か所 8 か所 17 か所 18 か所 

利用者延数 34,292 人 59,747 人 79,381 人 347,640 人 199,066 人 

（うち子ども延数） （18,051 人） （31,037 人） （41,759 人） （184,980 人） （106,028 人）

（うち大人延数） （16,241 人） （28,710 人） （37,622 人） （162,660 人） （ 93,038 人）

※平成 18 年度は、4 月から 9 月までの上半期のみの実績 
※教育委員会で行っていた「子育て広場」（８か所）を平成 17 年 4 月から「地域子育て支

援センター」に名称変更するとともに健康福祉局に移管した。 
 
（資料８）一時保育事業 

一時保育事業の利用実績の推移（平成 18 年度は、4 月から 9 月までの上半期のみの実績） 
 

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度
平成 18 年度

上半期 

実施施設数 6 か所 7 か所 9 か所 12 か所 17 か所 

利用児童延数 7,682 人 16,546 人 21,090 人 26,602 人 14,261 人 
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（資料９）認可保育所における地域開放事業 
認可保育所での利用実績の推移 

 
平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度

平成 18 年度

上半期 

園庭利用者延数 54,850 人 78,269 人 72,452 人 71,974 人 （未集計）

保育相談件数 1,278 人 1,224 人 1,806 人 1,721 人 （未集計）

※ただし、公営保育園の利用統計 

 
（資料１０）認可保育所における従事者数 

認可保育所の従事者数          （平成１８年４月１日現在） 

区 分 公営保育園 民営保育園 計 

施 設 長 ７７人 ３３人 １１０人

保 育 士 １，０９８人 ６２０人 １，７１８人

看 護 師 ６４人 １５人 ７９人

栄 養 士 ５８人 ５５人 １１３人

調 理 員 ８３人 ３３人 １１６人

用 務 員 ８４人 ３人 ８７人

事務員等 ０人 １９人 １９人

計 １，４６４人 ７７８人 ２，２４２人

        なお、公営の地域子育て支援センター内の保育士６人と一般事務職６人、 
         計１２人については上の表の人数に含めていません。 

（「かわさきの保育概要（平成 18 年度）」から） 
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（資料１１） 政令指定都市比較（１）  

  札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市 静岡市 名古屋市

人口 1,869,180 1,019,963 1,188,883 962,763 1,322,432 3,586,628 713,333 2,221,872

学齢前児童数 88,017 55,388 67,714 52,001 75,741 200,022 36,563 118,110

対人口比 4.7% 5.5% 5.7% 5.6% 5.8% 5.6% 5.2% 5.3% 

直営 24 49 62 60 84 112 47 124

委託 5 0 0 0 3 2 2 0

民間 152 66 49 30 30 254 52 153

保
育
所
数 

計 181 115 111 90 117 368 101 277

直営 1,950 4,702 6,413 6,555 7,960 9,460 5,755 11,833

委託 340 0 0 0 360 160 230 0

民間 13,690 5,852 3,400 3,107 3,270 23,374 5,045 20,572

平
成
１
８
年
４
月
１
日
現
在 

定
員 

計 15,980 10,554 9,813 9,662 11,590 32,994 11,030 32,405

公立 17 4 3- 2- 13 29

私立 134 110 106- 85- 56 158

幼
稚
園
数 計 151 114 109 95 87- 69 187

５
月
１
日
現
在 園児数 26,950 16,867 22,635 16,966 23,500 62,919 10,395 32,908

           

  京都市 大阪市 堺市 神戸市 広島市 福岡市 北九州市  

人口 1,470,593 2,629,868 830,489 1,524,969 1,152,038 1,401,212 988,782  

学齢前児童数 71,479 135,465 48,177 79,292 67,995 75,986 51,260  

対人口比 4.9% 5.2% 5.8% 5.2% 6.0% 5.6% 5.2%  

直営 32 124 28 79 89 18 25 

委託 3 11 0 0 1 0 8 

民間 220 211 72 96 65 148 125 

保
育
所
数 

計 255 346 100 175 155 166 158 

直営 2,525 12,901 3,211 8,131 11,297 2,020 2,510 

委託 210 1,323 0 0 33 0 975 

民間 21,615 25,905 7,840 9,645 8,213 21,020 12,225 

平
成
１
８
年
４
月
１
日
現
在 

定
員 

計 24,350 40,129 11,051 17,776 19,543 23,040 15,710 

公立 16 60 11 46 27 9 8 

私立 100 143 50 100 91 119 100 

幼
稚
園
数 計 116 203 61 146 118 128 108 

５
月
１
日
現
在 園児数 17,680 32,030 14,960 22,315 17,905 19,907 14,447 
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（資料１２） 政令指定都市比較（２）             （平成 18 年 4 月 1 日現在）

 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市 静岡市 名古屋市 

保育所定員 15,980 10,554 9,813 9,662 11,590 32,994 11,030 32,405

入所児童数 16,514 11,148 10,057 10,034 11,900 31,971 11,417 31,338

待機児童数 319 312 206 270 480 353 38 362

公立 0 0 4 12 0 2 0 0

私立 13 12 15 30 12 164 0 88

長
時
間
延
長
保
育 

実
施
保
育
所
数 

計 13 12 19 42 12 166 0 88

公立 3 6 9 4 3 24 15 0

私立 60 18 29 13 14 113 32 16

一
時
保
育
事
業 

実
施
保
育
所
数 

計 63 24 38 17 17 137 47 16

 

※長時間延長保育は、２時間以上受入れをする施設数とする。 

 （公立数には、公立保育所の委託施設、指定管理施設を含む。） 

           

 京都市 大阪市 堺市 神戸市 広島市 福岡市 北九州市  

保育所定員 24,350 40,129 11,051 17,776 19,543 23,040 15,710  

入所児童数 25,390 40,206 12,073 17,920 19,005 23,860 15,626  

待機児童数 116 846 463 560 116 403 8  

公立 0 0 0 0 0 0 1  

私立 7 30 5 11 15 43 0  

長
時
間
延
長
保
育 

実
施
保
育
所
数 

計 7 30 5 11 15 43 1  

公立 7 8 1 1 0 0 6  

私立 22 40 17 18 32 56 36  

一
時
保
育
事
業 

実
施
保
育
所
数 

計 29 48 18 19 32 56 42
 

※長時間延長保育は、２時間以上受入れをする施設数とする。 

 （公立数には、公立保育所の委託施設、指定管理施設を含む。） 
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